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 長時間労働の是正等1
（1）	週休二日の推進：Ａ
　●�非常に厳しい人材獲得競争の時代の中にあって、建設業は、週休二日が普及して初めて他産業と同列のスタートラインに立てることを踏ま

えれば、週休二日の実現は、日建連としても、会員企業にとっても最優先の課題と覚悟して取り組む必要がある。
　●�本年3月に発足した週休二日推進本部が4月に策定した「週休二日推進の基本方針」に沿って、本年9月を目途に「週休二日実現行動計画試

案（案）」を公表し、年内を目途に行動計画を取りまとめる。同本部では、週休二日の形態としては土曜閉所を原則とし、5年程度での普及
を目標に検討を進める。

　●�請負契約締結にあたっては「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」に沿って、当該工期の考え方等を発注者に対して
適切に説明するとともに適正な工期の設定に努める。

（2）	総労働時間の削減：Ａ
　●�総労働時間の削減のためには、週休二日の確保、定着が最も実効を期待できる方策であり、最優先の課題であるが、関係法令の施行後

5年で罰則付きの時間外労働の上限規制が適用されるので、これに適合できるよう、時間外労働の削減に早急に取り組む必要がある。
　●�関係法令が適用されるまでの取組みとして、本年9月に「時間外労働の適正化に向けた自主規制の施行について」を取りまとめ、日建連とし

ての時間外労働の改善目標を設け、これを段階的に強化することで、法適用後の規制に軟着陸を図る。日建連は、その実施状況を毎年
度検証し、時間外労働の削減方策の改善を図る。

　●また、36協定の適正な運用を図る。
（3）	有給休暇の取得促進：Ｃ
（4）	柔軟な働き方がしやすい職場整備：Ｃ
（5）	勤務間インターバル制：Ｃ
（6）�	メンタルヘルス対策、パワーハラスメント対策や病気の治療と仕事の両立への対策：Ｃ
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 建設技能者の処遇改善2
（1）	賃金水準の向上：Ａ
　●�「労務賃金改善等推進要綱」（平成25年7月）に従い、下請事業者を指導し、労務賃金の改善を引き続き推進する。
　●�目標としては、建設技能者の年間賃金水準を20歳代で約450万円、40歳代で約600万円（全産業労働者平均レベル）を目指す（平成26年
4月「建設技能労働者の人材確保・育成に関する提言」など）。

（2）	社会保険加入促進：Ａ
　●�適正な受注活動と適正な下請契約等により、技能者の社会保険加入に必要な法定福利費を確保し、会社単位で100％、労働者単位で製

造業並みの加入を目指し、未加入企業の下請業務からの排除や未加入労働者の現場入場の制限を徹底する（平成28年9月「社会保険加入
促進要綱」）。

（3）	建退共制度の適用促進：Ｂ
（4）	雇用の安定（社員化）：Ｂ
（5）	重層下請構造の改善：Ｂ

 生産性の向上：Ａ3
　●�働き方改革、特に長時間労働の是正を推進するに当たって、それに伴う工期の延伸やコストアップを抑えるためには、生産性の向上

を図ることが不可欠である。日建連は平成28年4月に策定した生産性向上推進要綱に基づき、生産方式の効率化（規格化、標準化な
ど）、ICTの活用、設計・施工一貫方式の普及促進、適正工期算定プログラムの活用などを、発注者の協力も得て取り組むとともに、
毎年度フォローアップを実施する。

 下請取引の改善：Ａ4
　●�本年3月に策定した「下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画」に基づき、合理的な請負代金と適正な工期の設

定、できる限り現金払や手形期間を短縮するなど下請代金支払の適正化による下請取引の条件改善を進める。
　●�元請企業自らも、適正価格・工期での受注など適正な受注活動を徹底する。

 けんせつ小町の活躍推進5
（1）	現場環境の整備：Ａ
　●�	「けんせつ小町」（建設業で働く女性の愛称として平成26年10月決定）が活躍しやすい環境整備として、トイレ、更衣室等の整備や出	
産・育児をサポートする仕組みづくりなどのためのマニュアルとチェックリストを作成しており、企業や現場の状況に応じて、働き
やすい環境整備に取り組む（平成27年4月「『けんせつ小町』が働きやすい現場環境整備マニュアル」）。

（2）	女性の登用：Ａ
　●�会員企業は、「もっと女性が活躍できる建設業を目指して−日建連の決意−」（平成26年8月）に従い、技術系女性社員の比率の倍増、

女性管理職の倍増等を進める。

 子育て・介護と仕事の両立6
（1）	育児休暇・介護休暇の取得促進：Ｃ
（2）	現場管理の弾力化：Ｃ

 建設技能者のキャリアアップの促進7
（1）	建設キャリアアップシステムの活用：Ａ
　●�国土交通省が設置した建設キャリアアップシステム運営協議会に参加するとともに、平成27年6月に設置した建設キャリアアップシ

ステム推進本部が平成29年2月に策定した「建設キャリアアップシステムに対する対処方針について」に基づき、平成30年秋の先行運
用、平成31年度からの本運用に向けて、同システムの周知、協力会社と連携した技能者登録の推進、会員企業のシステム導入・活用
の促進を鋭意実施する。

（2）	技能者の技術者への登用：Ｃ

 同一労働同一賃金など：Ｃ8

 多様な人材の活用9
（1）	外国人材の受入れ：Ｃ
（2）	高齢者の就業促進：Ｃ
（3）	障害者雇用の促進：Ｃ

 その他10
（1）	職種別、季節別の平準化の検討：Ｃ
（2）	適正な受注活動の徹底：Ａ
　●�従来から、価格・工期・契約条件のダンピングの排除について、平成25年4月の理事会決議「民間工事における適正な受注活動の徹底

に関する決議」などに基づき取り組んできたところであるが、社会保険の加入促進、下請自主行動計画の実践などの機会を通じて一層
の徹底を図る。

（3）	官民の発注者への協力要請：Ａ
　●�政府に設けられた「建設業の働き方改革に関する協議会」の議論を踏まえ、「公共工事の諸課題に関する意見交換会」などを通じ、国、

地方公共団体等に理解と協力を要請するとともに、JR各社などの鉄道事業者、電力・ガスなどのエネルギー事業者団体やディベロッ
パーなどの民間発注者団体に対する要請活動を進める。


